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は じめ に

　 「環 日本海経済圏」構想に 触発され て 、筆者が 「環黄海経済圏」 を提唱 し た の は 1988年 7月、

北九州市の   国際東 ア ジ ア研究 セ ン タ ーの設立が決ま り、 研究テ
ー

マ を決定する検討委員会 の 席

上 であ っ た
1〕

。 中国の 東北地域及び環黄 ・渤海地域 と韓国 との 経済交流の 進展 に 関心 を寄 せ て い

た 筆者は 、こ うし た 中 ・韓 の 経済交流に 参画す る こ とに よ っ て 、地盤沈下 に 喘 ぐ北部九州が活性

化 へ の 糸 口 を掴む こ とが 出来 る の で は な い か と考 え た か ら で あ っ た 。 幸 い 提案は 受け容れられ 、

以降 、   国際東ア ジ ア研究 セ ン タ ーは環黄海経済圏に 関す る共 同研 究を精力的 に 展開す るよ うに

な り、「環黄海経済圏」 の 呼称も市民権を得る よ うに な っ た 。

　 しか し 、 筆者は 当初か ら、 黄海 （渤海 も含む） の 周辺 地域に よ る経済交流 （貿易取 引、投資、

借款供 筝、技術移転、労務提供、観光 ・旅行等に よる モ ノ ・カ ネ ・ヒ トの往来）の 頻繁化が局地

的経済圏 と し て 環黄海経済圏を形成す るも、 こ の 経済圏域内の 相互補完関係は 余 り大 き くは な い

こ と に 気付 い て い た 。 中国東北地域 、
ロ シ ア 極東地域 、

モ ン ゴ ル
、 朝鮮半島東海岸地域 と日本の

日本海沿岸地域か ら成 る環 日本海経済圏も、潜在的な相互補完関係は 大きい と考え られ る が 、 日

本側か ら見る 限 り で は 、現実の 経済補完関係は そ れ ほ ど大き くは な い 。し か し 、 両者を包括す れ

ぼ 、 経済補完関係は 飛躍的に 大 きくな る。し た が っ て環 日本海経済圏と環黄海経済圏 とを統合 し、

「環黄海 ・日本海経済圏」 とい う枠組み で 捉えた方が現実的だ と思 っ た か らで ある
2）
。

　また筆者 は 、 南部九州 ・沖縄に つ い て も、自身 の 活性化 の た め に 、東中国 （東 シ ナ ）海と南中

国 （南 シ ナ ）海 を隔 て て 対峙する 中国華南地域 ・台湾 ・フ ィ リ ピ ン 北部 とい っ た北回帰線付近 の

諸地方 との交流 に積極的に参画す べ きこ とを説 ぎ、 そ の 結果形成 され る経済圏を 「北回帰線経済

圏」と呼称 し た こ とがある
3〕
。こ の 北回帰線経済圏 も、環 黄海経 済圏や環 日本海経済圏 との 融合 に

よ っ て 、そ の補完関係を著し く高め得 る の で ある 。

　 こ の よ うに 、 環黄海経済圏を環 日本海経済圏や北回帰線経済圏と融合させ て 捉え直す こ とは 、

「持続可能な発展」 とい う命題 を考慮 した と き、い よ い よ 不 可 欠とな り 、 筆者 は 、 地 中海沿岸諸

国に 倣 っ て 黄海 ・
日本海 ・東中国海 の 汚染防除に取 り組む べ きだ と の警告の 意味 も込め て 、 三 つ

〔キー
ワ
ーズ〕

環黄海経済圏 、 環 日本海経済圏 、 東 ア ジ ア地中海経済圏 、 都市間連携 、 九州方式
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の 経済圏の 融合体を 「東 ア ジ ア 地 中海経済圏」 と名付け るに至 っ た の で ある。 とは い え 、 こ の東

ア ジ ア 地中海経済圏も地方 レ ベ ル の 頻繁な経済交 流の 結果形成 され る も の で あ り、何 らか の 制度

的な枠組み が存在す る わ けで は な い 。む し ろ 、 関係諸国の 政府 レ ベ ル に よ る条約や協定の締結が

政治 的理 由 もあ っ て 期待で きず 、したが っ て 関係各地 の 連帯感 と自発的交流意欲が経済圏形成の

原動力とな っ て い るの で ある。

　木論で は 、 筆者が環黄海経済圏や環 日本海経済圏ある い は 北回帰線経済圏で は な く、 東ア ジ ア

地中海経済圏を提唱する所以を 明らか に する と ともに 、東 ア ジ ア 地中海域内経済交流 の 課題 に も

触れ て お きた い
。

1 ．「東ア ジ ア地中海経済圏」 の 呼称

　筆者は 、環黄海経済圏 ・環 日本海経済圏及び北回帰線経済圏を統合 し、「東 ア ジ ア 地中海経済

圏」 を提唱 し て い る。そ の 理 由は 後述す る として 、先に 「東 ア ジ ア 地 中海」 とい う呼称 に つ い て

関説 し て お きた い 。

　 「東ア ジ ア地中海経済圏」 と い う呼称 は 、「九州経済の 将来展望調査委員会」 に おけ る筆者 と野

間重光九州経済調査 協会調査研究部長 （現熊本学園大学教授） との 議論 の 中か ら出て きた ア イ デ

ア で あ る
4）。もちろん、日本海 ・黄海 ・東中国海ある い は南中国海を地中海に な ぞ らえ る と い う

発想は 我 々 が最初で は な い 。著名な考 宀
．・民俗学者で ある 国分直一氏は 、東中国海を 「東亜地 中

海 （東 ア ジ ア 地 中海）」 と よ ん だ 台湾の 研究者凌純声氏 に 共鳴 し 、 オ ホ ーツ ク 海 ・日本海 ・東中国

海 ・南中国海を各 々 地中海に 見立て て い る
5〕
。地中海農耕文化が こ れ ら の 海を経 て 中国 か ら 日本

に 伝播 した との 想定が 四 つ の 海を地 中海に 見立 て る とい う発想を 生 み 出す こ とに な っ た もの と思

わ れ る 。占
．
代に 、文化交流 圏 と し て 東 ア ジ ア 地 中海 圏 が 存在 した と の 指摘は 興味深 い 。

　 さ らに 筆者は 、 日本海 ・黄海 ・東 中国海 の位置 ・面積 ・形状が地中海 と酷似 し て い る と い う事

実に も興味を もつ
e 実際、地図を広げて み る と、地中海は 北緯30〜45度に 位置 し て い る が、それ

は そ の ま ま 日本海 ・黄海 ・渤海 ・東 中国海 の位置す る緯度 とな っ て い る。ま た 面積を比 べ て み る

と、地 中海の 面 積251万平方キ ロ メ
ー トル に 対 して 、日本海 の 面積 100．8万 平方キ ロ メ

ー
トル

、 黄

海 の 面積 38万平方キ ロ メ ー トル 、渤海 の 面積7，7万平方キ ロ メ
ートル 、東中国海 の 面積 77万 平方

キ ロ メ
ー

トル で あ る か らそ の 合計は 223．5万平方 キ ロ メ ー ト ル とな り、 ほ ぼ同 じ大 きさ で ある 。

　両者の類似点は もう一
つ ある。形状で ある。日本海 ・渤海 ・黄海 ともに 地中海 と同 じく、 三方

が陸地 に 囲 まれ て 出 口 は
一方に しかな い 。 こ う した形状の 海は 内海 とよばれ、汚 染 の 進行が速 い

こ と で知 ら れ て い る 。事実 、 地中海は 、 既に 70年代に 、 沿岸諸国 に よ っ て 汚染防止条約が 締結 さ

れ た とい う。翻 っ て 、日本海 ・渤海 ・黄海 の 汚染防除は どうで あろ うか。 n ン ドン 条約 （有害廃

棄物 の 海洋投棄規制条約） に よ っ て 産業廃棄物 の 海洋投棄は原則禁 臣され て い る もの の 、完全 と

は言 い 難い 。 条約締結国で あ っ て も、 例えば ロ シ ア は 、 放射性廃棄物の 海洋投棄全面禁止に 異議

を申 し立 て 、低 レ ベ ル の 放 射性廃棄物 の 日本海 へ の 投棄を続け て きた か ら で ある
6〕
。汚染防止条
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約 の 締結 は おろ か
、 汚染防除の た め の 関係国 に よ る話 し合 い さえ も行われて は い ない の で ある 。

「東ア ジ ア 地 中海」 とい う呼称に 、早 く地中海に 見習 っ て 汚染防除に 取 り組ん で欲 しい とい う筆

者 の 願 い が込め られ て い る こ と は い うま で もな い 。

　い ま
一

つ 付言 して お きた い こ とが あ る。それ は、日本海や東中国海 ・南中国海 とい っ た特定国

の 国名の 付い た 呼称に 関 し て で ある。と くに 日本海の 呼称に つ い て は 、韓国か ら強い 異論が 出さ

れ て い る。海洋に 特定国 の 国名を冠する の は 、 そ の 国の 領有権が ある よ うで よ くな い とい うの で

ある。し た が っ て 、韓国 は 日本海を 「東海」 と表現 して い る。 しか し、東海 とい うの は 、黄海を

「西海」 と よぶ の と同様 、 韓国を中心 と した見方に 過ぎな い 。 日本か ら見れば 、韓国の 「東海」

は 、逆に 「西海」 とな る か らで ある 。
し た が っ て

、 韓国内で 日本海を 「東海」、 黄海を 「西海」 と

よ ぶ の は 問題は ない が 、 国際的な場面で も 「東海」や 「西海」 の 呼称に 固執する の は 自己中心 的

だ と い わ ざるを得な い 。しか し筆者は 、海洋 に 特定国 の 国名を冠す べ き で はな い とい う韓国の 問

題提起に は応え る べ きだ と考え て い る。そ う し て 、そ の た め に も、日本海 ・東中国海 ・南中国海

の 呼称を 「東 ア ジ ア 地中海」 に 改め た 方が よ い と思 うの で ある 。

2 ．「東アジ ァ地 中海経済圏」 提唱 の 理 由

（1） 海洋汚染の 防除

　つ ぎに 、筆者が 環黄海経 済圏や 環 日本海経済圏 、 ある い は北 回帰線経済圏で は な く、こ れ らを

統合 し た東 ア ジ ア 地 中海経 済圏を提唱す る理 由を 明らか に して お こ う。 第
一

は 、 海洋汚染防除の

観点か ら の 要請で ある。日本海 と黄 ・渤海、東中国海、南中国海は繋が っ て い る。と くに 日本海

と黄 ・渤海 とは 三 方を陸地 に 囲 まれ、出 冂 が
一

方 に しか な い と い う、 汚染が進行 し やす い 形状に

な っ て い る の で 、 何れ の
一

方の汚染 も容易に他方 に伝播する 。し た が っ て 、一方だけ で 汚染防除

に 取 り組 ん で も大 きな成果は期待で きな い 。口本海、黄 ・渤海 、 東中国海は
一

つ で あ り、沿岸地

域 に 生活する 人 々 の 共有財産で ある か ら、連携 ・協力 し て汚染か ら守る とい う連帯意識を醸成 し

なけれ ばな らな い
。

こ うした連帯意識に 支え られて 、 東 ア ジア 地中海の 沿岸地域が一斉に 汚染防

除に取 り組む必要がある 。汚染防除 の 観点か らは 、環黄海経済圏 ・環 日本海経済圏ある い は 北回

帰線経済圏 で ば な く、 東 ア ジ ア 地中海経済圏で なけれ ばな らな い の で あ る。

　様 々 な恵み を もた らし て くれ る東 ア ジ ア 地 中海 は我 々 の 共有財産 で ある とい う連帯意識は また

域 内の 経済交流を 活発化 させ る 。 そ うして また経済交流 の 活発化が連帯意識を一層強固なもの に

する の で ある 。そ う した な か で
、 事業所単位や地域の異業種間で 取 り組 まれて い る ゼ ロ ・エ ミ ッ

シ ョ ソ （廃棄物ゼ ロ ）の 試み も、 東ア ジ ア 地 中海経済圏域内の 「広域 ゼ ロ ・エ ミ ッ シ ョ ン 」 の追

求と い う形 に な り、そ の 実現可能性は 大 き くな る
T）
。現在ば廃棄物の 再利用 先を 地 域 内に 見 い だ

せ ず 、
ゼ ロ ・エ ミ

ッ
シ

ョ
ン を断念 して い る事業所 ・企業に あ っ て も、東 ア ジ ア 地 中海域 内と い っ

た 広域で あれば、廃棄物 の 再利用 先を見 出す こ とが 出来る か も知れな い の で あ る。「広域 ゼ ロ
・

エ ミ ッ シ ョ ン 」 に 真剣に 取 り組め ば、「持続可能 な発展」 も夢 で は な くなる。
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（2） 経済補完関係の 現実化

　 と は い え 、東ア ジ ア 地 中海域内の 経済交流が連帯意識だ けで 活発化す る もの で は ない 。何 らか

の 経 済的補完関係 が なけれ ぼ、経済交流 は 持続 し得な い か らで ある 。 環 日本海経済圏に つ い て は 、

日本 ・韓国の 資本 ・技術 ・ハ イ テ ク製品と重化学工 業品 、 中国東北 ・ロ シ ア極東の エ ネ ル ギー資

源 、中国東北 の 農産物 と労 働力、 ロ シ ア 極東 の 森林資源 、 朝鮮の 鉱物資源 ・水産資源 と労働力と

い うよ うに 、 容易に 各地域の 持つ 経済的 メ リ ッ トを指摘す る こ とが で き る
。 経済補完関係は きわ

め て 大 きい の で ある 。 事実 、 中国東北地域 と P シ ア極東沿海地域 ・ア ム ール 州や 朝鮮威鏡北道 ・

平安北道 と の 間で は 活発な貿易取引が行われ て い る。ちな み に 、 こ れ ら国境地域 の 地場企業が 民

間取引 の 形 で 行 っ て い る 「辺境小額貿易 （国境貿易小額取引）」を見て お くと、 例えば 、 中国黒竜

江省と ロ シ ア極東ア ム
ー

ル 州との 97年の 国境貿易小額取引総額は 10億128万 ドル に 達 した し、ま

た、中国遼寧省丹東市 と朝鮮平安北道新義州市 と の 97年の 国境貿易小額取引総額は 1億5041万 ド

ル 、98年は 1億7036万 ドル を 記録 した
8〕

。 丹東市は 中国最大の 国境都市で ある が 、 農村部を含め て

も人 口 240万人の 地方都市で ある。経済の 破綻が い われ る朝鮮の 、し か も地方都市 と の 取引が 2

億 ドル 近 い とい うの は 、 驚異的で す らある。以上 の よ うに 、 中国東北地域は 、 卩 シ ア ・朝鮮の 国

箋地 域 との 問で 、経済補完関係を現実化 し得て い る とい っ て よい
。

　 こ れ に 対 して 、環 日本海経 済圏構想を打 ち出 し、対岸経済交流を叫ん で い る 日本の 日本海沿岸

地域の 場合は 、 経済圏域内各地域 との 間で 経済補完関係を現実化 し て い る とは い い 難 い 。貿易取

引が小規模な もの に 留ま っ て い る か ら で ある 。 近年 、 対中国取引を急増 させ て い る北陸 3 県 （富

山 ・
石川

・福井）に あ っ て も、97年の輸 出入金額は 3億6094万 ドル に 過 ぎな い
9）。こ の 金額は中国

全体 と の 取引金額で ある か ら 、 環 日本海経済圏に属す る中国東北地域に 限定すれ ば、ご く僅か な

表 1　 環黄海 ・環 日本海地域の 中国 ・韓国貿易 （1996年）

単位 ：億円

中 国 貿 易 （％） 韓 国 貿 易 函

環 日 本 海 地 域

北　陸　 4

そ　　 の

県

他

L727（31．3）

　741（13．4）

　986（17．8）

1，763（19．8）

　805（ 9．0）

　958（10．7）

環 黄　海　地

山　 　 口

福　　岡

域

県

県

3，779（68．4）

　598 （10．8）

3，181（57．6）

7，157（802 ）

4
，182（46．9）

2，975（33．4）

合　　計 5 ，526（100．0） 8 ，920（100．0）

注 ：北陸 4 県は 新潟 ・富山 ・
石 川

・福井県。

出所 　 『通商弘報』 1997年 8月 29日及 び 門司税関統計。
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も の に な る。と い うの は 、 中国と貿易取引を行 っ て い る北陸 3 県の企業82社 の うち、東北 3省と

取引関係を有する企業 は 13社、16％ に 過 ぎな い か ら で あ る
1°｝

。
こ の よ うに 取引が小規模 なの は 、

北陸 3 県 の 経済規模が小 さい か らで ある 。そ うし て 、 そ の こ とは北陸 3県 と中国と の定期航路の

運休に 繋が り、 荷主 の 不満 → 集荷の 減少 → 中国航路の 縮小 とい う悪循環を もた ら し、北陸 3県の

対 中国貿易 、 したが っ て ま た環 日本海経済圏域内経済交流を停滞させ る こ とに もな る の で ある
11）
。

　他方、環黄海経済圏を構成 して い る北部九州 ・山 口 地域の 対中国貿易を見て み よ う。同 じく97

年の 対中国輸出入金額 は 、 山 口 県だけで も 5億 7145万 ドル と、北陸 3県を大 き く凌駕 して い る し 、

福岡県 に 至 っ て は 30億 4736万 ドル と、北陸 3 県の 実に 8．4倍で ある
11｝
。

　 い ま
一つ 比較を して お こ う。北海道か ら福岡県まで の 日本海沿岸の 1道 1 府 11県に よ る 環 日本

海諸国 （ロ シ ア ・中国 ・韓国 ・朝鮮） との 貿易額 （96年）は総額 1兆 6694億 円で、相手 国別 の 内

訳は 韓国8920億 円 （シ ェ ア 53．4％）、中国5526億円 （33．1％）、
ロ シ ア 2049億 円 （12．3％）、朝鮮

198億 円（1．2％）で あっ た 。環 日本海諸国 との 貿易 と い っ て も 、 韓国 ・中国との 貿易が圧倒的で あ

る。そ こ で 、日本海沿 岸地域 か ら山 口 県 と福岡県 とを 除い て 、これを環黄海地域 と し、他 の 1道

1府 9 県 を環 日 本海地 域 と し て 、 両 地 域の 比較を し て み た の が表 1 で あ る
。 中国貿易 ・韓国貿易

ともに 環黄海地 域 2県の 貿易額が圧倒的に 大きい 。 最近の 通関統計 （1998年）を見て も、山 口 県

と福岡県の 韓国貿易額は 各 々 3429億 円と2408億円、中国貿易額は各 々 911億円と3652億 円に 上 っ

て い る。ロ シ ア 貿易額も山 ロ 県が 78億 円、 福岡県が 412億円 で ある。両 県の 3 ヶ 国 との 貿易額が全

国 の 韓 国 ・中国 ・ロ シ ア貿易総額に 占め る割合は各 々 16．3％ 、6．1％ 、 9．7％で ある
13｝
。福岡 ・山

口 両 県は 中国
・韓国 ・P シ ア との 経済補完関係を充分に現実化 し得て い る とい っ て よか ろ う。

　 こ う し た 事実は 、 環黄海経済圏を構成す る 北部九 州 ・山 口 地域が環 日本海経済圏の 有力な構成

地域で もある こ とを示 唆 し て い る。した が っ て 北陸地域は 、 北部九州 ・山 口 地域との 連携を強め

る こ とで 、環 日本海経済圏域内の 諸地域と の経済補完関係を現実化す る こ とが可能 とな る。

　と こ ろ で 、輸送 コ ス ト の 削減を 図 っ て 最寄 り の 地方港湾を利用 する荷主 企業 が 増え た こ とか ら 、

94年以降 、 釜山 との 間に定期航路を開設する地 方港湾は飛躍的に増加 して い る。最近 も、 韓国 の

高麗海運 と興亜海運 が釜 山港と長崎 ・熊本 ・八 代 （熊本県）港 を結ぶ 定期 コ ン テ ナ 航路 と、釜 山

港 と伊万 里 （佐賀県） ・八 代港を結ぶ 定期 コ ン テ ナ航路を 、 各 々 就航 させ た
「一

。中韓両 国 の 協議に

よ り、99年か ら中国船に よる 日韓間の 、 い わゆる第三 国間輸送が可能に な っ た とい う。中国船に

よ る 日
一

中一韓の定期航路が、それ も日中韓 の 地方港湾を相互 に 結び付ける定期航路が開設 さ れ

る 可能性 も大 きい 。東 ア ジ ア の 域内貿易 （輸出）は 、80年か ら96年ま で に 9，5倍 とい う急激な拡大

を見せ て い る （同時期 の 世界輸出 の 伸び は 2．9倍で あ っ た ）。北陸地域の 九州 ・山 口 地域 との 連携

の 途 は、例えぼ、北九州港 ・博多港 ・下関港等 の 中国
・韓国航路を新潟港 ・伏木富山港 ・金沢港

・敦賀港に ま で延長 さ せ 、北 陸経 済の 活性化を招来す る こ とに なる か も知れ な い の で ある。

（3） エ ネルギ
ー

共同体の形成

理 由 の 三 つ 目は エ ネ ル ギ ー問題で ある 。現在、我 々 は 石油 ・石炭に 依存 して い る が 、 石油は後
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40数年で 枯渇す る と い わ れ て い る。燃焼 し て もH ，O し か 出さな い ク リ ーン な水素は 究極 の エ ネ ル

ギ
ー

で あるが 、 安全 に燃焼さ せ る技術が確i立 し て い な い 現状で は 、 繋 ぎとし て 天然 ガ ス の 利用 が

考えられ て い る 。と い うの は 、天然ガ ス 資源 は 比較的豊 富で あ り、か つ ま た 石 油 ・石 炭に 比べ て

硫黄酸化物 ・窒素酸化物 ・
二 酸化炭素 ともに 発生量が きわ め て 少な く、環境負荷の 小さ い ク リ

ー

ン な エ ネ ル ギ
ー

だ と考え られ て い る か ら で ある。ただ し問題に なる の は 、タ ン カ ーで 輸送す る 際、

体積を600分の 1 に する た め に 零下 162度 C に 冷却 ・液化しなけ ればな らず、 こ の 液化 ・貯蔵 ・再

ガ ス 化 の 設備や輸送用特殊 タ ン カ ーの 建造に 多額の コ ス トが か か る とい う点で ある。そ こ で 、パ

イ プ ラ イ ン を利用 し て 輸送 す る とい う考えが 出て くる。 ロ シ ア の サ ハ リン 州 ・イ ル ク ーツ ク州や

ヤ ク
ー

ト （サ バ 共和国）に は 埋 蔵量 の豊富な天然ガ ス 田 が あ る が 、日本 か ら は 比較的距離 も近 く、

パ イ プ ラ イ ソ 建設 の 可能性が考え られ ると い うわ けで ある 。

　サ ハ リ ン の 天然ガ ス 資源に つ い て は PS （生産分与）方式に よ る二 つ の 開発プ ロ ジ ェ ク トが あ

る。日米 ロ に よ る 「サ ハ リ ン 1」 及 び 日 米英蘭に よ る 「サ ハ リ ン 1 」 で ある
t5〕

。 「サ ハ リ ン 1」 プ

ロ ジ ェ ク トで は 、最近、石 油資源開発 ・丸紅 ・伊藤忠商事 と米石 油 メ ジ ャ
ー

の エ ク ソ ン と の 間で、

天 然ガ ス の 対 日供給の た め の パ イ プ ラ イ ン 建設に 向けた事業化調査の 実施が 決 ま っ た 。「サ ハ リ

ン 1」 の ガ ス を北海道稚内沖を経 由し て 日本海側を新潟ま で 輸送す る ル ー ト （1300キ ロ メ ー ト

ル ） と太平洋側を 回 っ て 北関東 まで 輸送する ル ー ト （1500キ ロ メ
ー トル ） とに つ い て 、 海底の 地

形や潮流を考慮 し て建設資金や採算性を調査す る こ とに なる
le］。

　 こ れ に 対 し て 、
シ ベ リ ア ・極東最大の ガ ス 田 （埋蔵量 8500億立 方 メ ートル ）で ある イ ル ク ー

ツ

ク の コ ビ チ ン ス コ エ 鉱床の 天然ガ ス 資源 に 関 して も、石油公団 ・東京ガ ス ・住友商事等 日本企 業

が 開発プ ロ ジ ェ ク トに 参加す る こ とに な っ て い る。 こ の ガ ス 田 は 中国に近 い こ ともあ っ て 、
『
中国

・韓国が 購入 の 意思 を表明 し て お り、当面 は モ ン ゴ ル を経由 して 中国 の 北京ま で パ イ プ ラ イ ン を

敷設する 。 余剰が 出れ ば 、 さら に 山東省か ら海底 パ イ プ ラ イ ン を韓国 ・
日本ま で 延長 し 、 供給す

る計画である
IT）。将来、コ ビ チ ン ス コ エ の 北東部にある ヤ ク

ー
トの 天然ガ ス 資源 （埋 蔵量 1兆立

方 メ ー トル ） と の 一体開発が 進め ば 、 対 日供給量 も増大 し よ う。加 え て 、 豊富な石 炭資源を有す

る中国が 、 西部の 砂漢で 太陽光発電を行 い
、 そ の 電力で 水を電気分解 して取 りだ した水素を添加

し て 石炭 の ガ ス 化 を大 々 的に 推進す る よ うに な れば、中国 も ガ ス の 供給 国 に な り得 るか も知れ な

い
。 無煙炭 の 埋蔵量 の 多 い 朝鮮 も同様で ある 。

こ うし て 、
ロ シ ア ・中国 ・朝鮮 が ガ ス の 供給国 、

韓国 ・日本が 需要 国 と し て 各 々 パ イ プ ラ イ ソ で 結ばれ るエ ネ ル ギ ー
共 同体が成立す る こ とに な る。

こ うした エ ネル ギ ー共同体の成立 は 関係各国の相互依存関係を決定的な も の と し 、 東北 ア ジ ア 地

域 の 平和 と安定 に 大 き く寄与す る こ とに なろ う。そ うし て 、 こ う し た エ ネ ル ギ ー
共同体の 成 立 は 、

少な くと も環 日本海経済圏 と環黄海経済圏との 統合を余儀な くさせ る の で ある 。

（4） モ ーダル シ フ トの進展

　モ ーダ ル シ フ トの進展 も、 1 日圏の 拡大を通 じて 、 環 日本海経済圏 ・環黄海経済圏 ・北 回帰線

経済圏 の 統合を進め 、 東 ア ジ ア地中海経済圏の 成立を促す こ とに なる 。 とい うの は 、 運輸省が ト
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ラ ッ ク 輸送か ら内航海運や 鉄道へ の モ ーダル シ フ

トの 必 要性を主張する よ うに な っ た か らで ある。

運輸省に よる物流政策の変更は 、 過度の トラ ッ ク

輸送へ の 依存が 、  交通渋滞 と輸送速度 の 低下 、

  排気ガ ス 中の 窒素酸化物に よ る大気汚染 、   発

ガ ソ 性物質ダ イ オ キ シ ン の 発生、  運転手 の 不足 、

等 を招い て い る との 現状認識に よ る もの で ある 。

そ うして 運輸省が モ ーダ ル シ フ F の
一

環 と して 開

発 し た の が テ ク ノ ス ーパ ー
ラ イ ナ

ー （TSL ）とよ

ばれ る超高速貨物船で ある 。
TSL の 能力は looe　F

ン の貨物を積載 し て 時速50ノ ッ ト （93キ ロ メ
ー ト

ル ）で 500海里 （930キ ロ メ ートル ）以上 、荒天で

も安全 航行を維持で きる とい うもの で ある 。 運輸

省は 、 首都圏と北海道 、 首都圏 と九州 との 間の物

流を ト ラ ヅ ク 輸送か ら TSL に 切 り替 え る べ く、

TSL の 開発を急 い で きた。二 分の 一の 実験船 「飛

翔」 （全 長75メ
ー

トル 、2785ト ン
、 16，000馬力ガ ス

表 2　 2 〜 3年内に就航予定の超高速貨物

　　　フ ェ リー

注 ．建造計画の 集計で ある。
出所 ： r日本経 済新聞』 1999年 3月 30日。

タ ービ ン 2基搭載）を建造 し、実際 に 走行さ せ て 貨物 の 積み卸 し作業 の 実験 も行 っ た 。 しか し、

TSL の 建造費が 100億〜150億円と巨額に 達 し 、 実用化の 目途は 立 っ て い ない
18〕

。

　 と こ ろで 、最近、フ ェ リー最大手 の ブ ル
ーハ イ ウエ イ ラ イ ン と内航海運大手 の 川崎近海汽船が

東京一苫小牧航路に 世界最速の超高速貨物 フ ェ リーを各 1 隻ずつ 就航 させ る こ とに な っ た 。通常

の 貨物 フ ェ リー
の 1．5倍 の 30ノ ッ ト （55キ ロ メ

ー
トル ） の 速力で航行で きるた め に 東 京

一
苫小牧

間は現在の 30時間か ら20時間に短縮され 、 JR貨物列車 よ り速 くなる とい う。と もに 総 トン 数は 1

万 2500 ト ソ （8．5メ
ートル トラ ッ ク 200台 と乗用 車46台搭載）で 建造費は 60億円で あ る

191
。TSL に

比べ る と速度で 後れを と る が 、 積載量は 格段に 多 く 、 船価は 半分で 済む 。ブル ハ イ
・
川 崎近海両

社 に よる超高速貨物フ ェ リー
の 就航が決ま っ て 、 TSL よ りもは るか に 経済的で 、 したが っ て現実

的な超高速貨物船に 関心 が集ま り、内航海運各社は 一
斉に 超高速貨物フ ェ リー

の 就航を計画 し始

め た 。 表に も見 られ る よ うに 、 今後 2 〜 3 年内に 、 ト ラ ッ ク輸送か ら、TSL で は な く超高速貨物

フ ェ リー輸送 へ とモ
ーダ ル シ フ トが進む こ とは確実とな っ た。 こ うした超高速貨物フ ェ リ

ー
が近

海外航航路に も就航する よ うに なれ ば 、 我 々 の 1 日圏は 拡大し、東ア ジ ア地中海経済圏 も現実味

を帯びて くる こ とにな ろ う。

3 ．域 内経済協 力の課 題

東 ア ジ ア 地 中海経 済圏域 内の 連携 ・協力を進め て行 く上 で 解決 しなければ な らな い課題が ある。
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こ こ で は 、 そ の うち重大 だ と思われ る 二 つ の 課題に つ い て 関説 してお く こ とに した い 。

　
一

つ は 、 域内協力に お ける都市間連携 ・協力 の 必要性で ある 。そ の 所 以 は 、束 ア ジ ア 地中海に

おけ る 汚染 の 進行で ある 。海の 汚染は廃棄物 の 海洋投棄に よ っ て 引 き起 こ され る と考 え られが ち

で あるが 、 それだ け で は な い 。すべ て の 河川は 最終的に海に 流れ込ん で い る の で ある か ら、河川

の 汚染は 必然的に海洋を 汚染する 。先述 した よ うに 、
ロ ン ド ン 条 約に よ っ て 産業廃棄物 の 海洋投

棄は 原則 的 に 禁止 され る よ うに な っ た の で あるか ら、河 川 の 汚染 こ そが海洋汚染の 元 凶 とな る。

最近 で も、 人体 へ の発癌性が 指摘 され、日本 で は 71年に 、中国で も83年に製造 ・使用 が禁止 され

た は ず の 有機塩 素系農薬 ヘ キ サ ク ロ ロ シ ク ロ ヘ キ サ ン （HCH 、 商品名 BHC ）類が長江 （揚子 江）

の 河川水に 含まれて東中国海に 流入 して い る こ とが調査の 結果判 明 し、漁業 へ の 影響が懸念 され

て い ると い う
2°｝

。沿岸諸国に よ る汚染防止条約 の 締結は 焦眉 の 急で ある。環境 ホ ル モ ン （内分 泌

撹乱物質） の
一種 で 、船底塗料に 使われ て きた 有機 ス ズ が 90年 に 規制 され た 結果 、 最近 に な っ て

巻 き貝の 生殖器異常が急減 した こ とか らも窺われ る よ うに 、 早期の 適切な規制は不可 欠で ある
21）
。

　に もか か わ らず 、 南北朝鮮の対立や 日朝の 国交断絶 とい っ た政治環境の 下で は 、 政府 レ ベ ル の

汚染防止 条約 の 締結は 望む べ くもな い e し た が っ て 、 沿岸諸都市が連携 ・協力 して 河川 の汚染防

除に 取 り組む 以外に途は な い 。具 体的に は 、都市相互 の 協議機関 、 例えば r東ア ジ ア 都市会議
22）
」

や 「東北 ア ジ ア 都市 間協議体
23）1 が 、 加盟諸都市 の 間で 河川 の 汚染防除の た め の 話 し合 い を 行 い 、

情報交換 ・経 験交流を深め る こ とが望まれ る。加 え て
、

こ う し た 諸協議機関が閉鎖性を打破 し、

少な くとも汚染防除 の ため に は相互 に 連携 ・協力を進め て 行 く こ とも重要 で あ る、さ らに は ま た 、

都市間の 連携 ・協力の輪に 未加盟 の 都市 の 参加を促 して行 く こ と 、 そ うし て そ の た め に は 、姉妹

都市関係を利 用す る こ とは もちろ ん 、 姉妹都市関係を持たな い 朝鮮 の 諸都市に も積極的に働 きか

け て 行 くこ とが重要で ある 。

　も う一つ の 課題は 、地方 と中央政府 （ま た は 政府機関） との 連携 ・協力 で あ る 。環黄海経済圏

も環 日本 海経済圏 も 、 各 々 を 構成 し て い る の は 基本的に 地方で ある。し か し 、 それ らが統合 され

て東 ア ジ ア 地 中海経 済圏に な る と朝鮮半島は全体が そ の 範囲 に 含まれ、したが っ て 韓国と朝鮮は 、

地方 で はな く国全体が構成要素となる。そ の 結果、地 方相互 の 経済交流に 加え て 地 方 と中央政府

（あ る い は政府機関） との 連携 ・協力も必要 とな る。そ こ で、連携 ・協力の た め に 協議や 協定の

締結 とい う段取 りに な るが、 こ こ で 問題が生 じる。地方 と中央 との 間、具体的 に は地方機関と中

央政府機関 との 間で は対等な協議 ・協定 の 締結は難 しい か ら で ある。

　例え ば、図們江 開発プ ロ ジ ェク トに お い て も、 資金不足を別 に すれ ば、プ ロ ジ ェ ク トの進捗を

妨げ て い る の は 、 国に よ っ て 開発 プ ロ ジ ェ ク トの 推進主体が異な り、 対等な協力関係が構築 で き

ない こ とに ある。事実、図們 江 か ら 日 本海へ 出よ うとする 吉林省の 当初 の 構想は
、 そ の 実現 の た

め に 朝鮮の 中央政府相手に 出海権 の 承認を得る交渉が不可欠で あ り 、 断念せ ざる を得な か っ た の

で あ っ た 。こ とは 外交問題で あ り、 地方政府で ぽ 交渉の テ ーブル に着 く こ とす ら叶わ な い か らで

ある 。

　も う
一

つ 別 の 事例を示 し て お こ う。内陸国家 モ ン ゴ ル も海 へ の 出 口 を確保 し た い と思 っ て い る。
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東 ア ジ ア 諸国 とは 中国の 天津港や P シ ア の ボ ス トーチ ヌ イ 港を窓 口 に 貿易取引を行 っ て い る が
、

も っ と短 い ル
ー トで 日本海へ の 出 口 を確保 した い と こ ろ で ある。そ こ で 、 吉林省が ザ ル ビ ノ 港 ・

羅津港 ・清津港 と 、 目本海に 二 つ の 出 口 を確保 し た こ とで もあ り 、 内蒙古 自治区 との 国境地 域の

鉄道を修復し、内蒙古 ・吉林省を経て こ れ ら の 港を窓 口 に 日本や 韓国 と の 取引を増や した い と

願 っ て い る。吉林省 も新た な ユ
ーラ シ ア ・ラ ン ドブ リ ッ ジ の 完成を 意味す る モ ソ ゴ ル の こ の 構想

に 関心 を寄ぜ て い る が、共1司開発構想 と し て具体化し て い る わけ で は な い 。 日本や 韓国で も同構

想に は 関心が高 い 。に もか かわ らず、モ ン ゴ ル と中国 の 共同開発、韓国 と日本の協力 とい う形を

採れな い で い る の は 、
モ ン ゴ ル は 中央政府、中国は 吉林省、韓国は 中央政府 、 日本は 地方 自治体

とい うよ うに
、 推進主 体や協力機関が バ ラ バ ラ で 対等な協力関係が 構築 で きな い か ら で ある

。

　 こ れに 対 し て 、 中国吉林省に よ る ロ シ ア連邦ザ ル ビ ノ港賃借及び鉄道敷設 プ ロ ジ ェ ク トは 、 吉

林省人 民政府及 び吉林省鉄路港 口 指揮部と ロ シ ア 沿海地方行政公署及び極東鉄路局 との 間で協議

され 、 協定が 結ぼれ て 、 進行 し て い る。資金 不 足で 工 期は 予定 よ り大幅に遅れ た が 、 96年 10月末

に は 線路 の 敷設は完了 した 。 ともに 地方機関で あるか ら 、 協議 ・協定に形式上 の 問題は な く、 容

易に 対等な協力関係が構築 され た の で ある。

　それ で は 、中央政府機関 と地方機関と の 協力関係 の 構築は 全 く不 可能な の で あろ うか
。 実 は

、

そ うで もない の で ある。筆者が 「九州方式」 と称 し て 注 目し て い る方式 、 すなわち中央官庁の 地

方出先 機関が繋ぎ役を果 たす こ とで 、外国 の 中央政府機関 と 日本 の 地方機関 との 間で 対等な協力

関係が構築 され て い る の で ある。い ま少し 、 敷衍し て お こ う。

　九州は 、面積 4万 4400平方キ ロ メ
ー

トル
、 人 口 1470万人 、 GDP4854億 ドル （1995年）と 、 ほ ぼ

オ ラ ソ ダ 1国に 匹 敵す る経済規模を備え て い る。し た が っ て 、九州独立を求め る動 きもある。独

立 は無理 に し て も、自分達 の 将来 は 自分達で 決 め た い とい う考えを持つ 人 は きわ め て 多い
。 と い

うの は 、 九州北部は エ ネ ル ギ ー ・重化学工 業基地 、 九州南部は食糧基地 と し て 日本経済に 貢献 し

て きた に もか か わ らず、中央政府に は い つ も裏切 られ て きた とい う思 い が強 い か らである。こ う

し て 、 ア ジ ア に近 い とい う地理的条件を 活か し、比較的整 っ た空港 ・港湾設備を利用 し て 、近隣

ア ジ ア 地域 との 交流を バ ネ に 地域の 活性化を図る よ うに な っ た の で ある 。

　 こ こ で特筆す べ きは 、地方 自治体に 加えて 、通産省 の 出先機関 で あ る九州通産局が 「ア ジ ア と

の 共生」 を標榜 し 、 地域 の 国際化 に 取 り組み 始め た こ とで ある。具体的に は 、 九州の 自治体 （7

県 ・2 政令市）や経済諸団体を糾合 し、韓国
・中国を相手 に 、両 国 の 政府機関を含む諸機関と の

間で 産業 ・技術交流を推進 して い る の で ある。 R本 で は 初め て 、

一
地方が外国の 政府を 相手に 対

等な交流 ・
協力関係を締結し た とい うわ け で ある 。 「九州方式」 で ある 。

　関係者の 話で は 、 中国 との 関係樹立 は比較的容易で 、 90年に ミ ッ シ ョ ン を派遣 し て 中国国家科

学 技術委員会 との 問 で 定期 協議 の 開催に 合意、翌 91年に 「九州 ・中国産業技術協議会」 を 設立 し

た 。 こ れに 対 し て 、 韓国 との 交渉は 、 韓国産業資源部が地方機関 との 交流を拒否 し たた め に 難航

した が、92年に コ リ ア フ ェ ス タ （韓国優良製品見本 制 を北九州市で 開催 し 、 入 場者 ・契約額 と

もに 同年開催の 東京会場を大き く上 回 る成果を上げた こ と か ら流れが変わ っ た とい う。韓国 の 九
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州 へ の関心が高 ま っ た か らで ある。 こ うし て 、93年 に 九州通産局 ・北九州 市 ・経済諸団体が 訪韓

した際に 「九州 ・韓国経済交流会議」 の設置に つ い て 合意をみた の で ある
24〕。

　上 に 見た よ うに 、一
地 方が外国の 政府機関 と対等な交流 ・協力関係を樹立 で きた の は 、地方機

関で ある とは い え．通産省 の 出先機関で ある九州通産局が繋ぎ役を果た したか らで ある 。 同 じ地

方機関で も、 地方 自治体 で は 不可能で あ っ た こ とは 容易に 想像 され よ う。中央官庁 の地方出先機

関が繋ぎ役を果た す こ とで、地方諸機関 と外国 の 中央政府機関と の 間に対等な交流 ・協力関係を

構築す る とい う 「九州方 式」 を 応用 する こ と で 、 東ア ジ ア 地 中海経済圏域内の 経 済交流 ・協力 も

大 きく前進する の で は な い か と い うの が 、筆者 の 考え で ある 。 さら に は また 、
こ の 「九州方式」

に ODA （政府開発援助）の使用が認め られる よ うに なれば、経済協力推進 の ネ ッ ク に な っ て い る

資金不足 問題 に も解決 の 糸 口 が 見出 さ れ る こ とに な ろ う。

注

D 詳 し くは 、『朝 日新聞』 （西部版） 1989年 3月 15凵 の 「黄海経済交流圏 2」 を参照 さ れ た い 。

2 ） 環 黄 海 経 済圏に 関 す る筆者 の 最初 の 論 文 の 表題 は 「『環黄海 ・日本海経済圏』 形成 の 可 能性」 で あ

　　る （『経済評論』 37巻 12号 （1988年 12月）所収）。

3 ）拙稿 rNIEs ・ASEAN ・中国 の 成長戦略 と九州経済」 （魴九州経済調査協会 rア ジ ア 時代と 地域経

　　済
一1988年度九州経済白書』 1989年 2 月）を 参照 され た い 。

4 ）研究 の 成果 は 、 圃九州経済調査協会 r2010年 の 九州経済
一

束 ア ジ ア 地中海地域 との 共生
一

』 （1994

　　年 8 月） と して 刊行 され た 。

5 ）国分直一 r環 シ ナ 海民族文化考』 （考古民俗叢書15）慶友社 、1976年。

6 ） ロ シ ア は 96年 4 月 の 原 子力安全 サ ミ ッ ト で 、こ れ ま で 続け て きた 放射性廃棄物の 日本海 へ の 投棄

　　を 97年以降禁止す る と公約し た （r朝 日新聞』1996年 3月 9 日）。し か し、原子力潜水艦 か ら出 る 放

　　射性廃棄物が相当量溜 ま っ て い る と い われ、放射性廃棄物 の 貯蔵 ・処理施設 の 建設が遅れれば、9

　　7年以降 も海洋投棄 は 続行 され る こ とに な る か も し れな い 。

7 ）ゼ ロ
・ニ ミ ッ シ ョ ン に つ い て は、三 橋規宏 『ゼ ロ エ ミ

ッ
シ ョ ン と 日本経済』岩波新書、1997年 を参

　　照 さ れ た い 。な お 、事業所 が 単独 で ゼ ロ ・エ ミ ッ シ ョ ソ を 目指す事例 は 最近増え つ つ あ る が、工 業

　　団地 全体が 計画 段 階か ら取 り組む 試み も始ま っ た と い う （r日本経 済新聞 』 1999年 3 月 31日 を 参

　　照）。

8）黒竜江省の 国境貿易統計数字 は 『中国対外経済貿易年鑑』1998〜99年版 、丹東市の 国境貿易統計数

　　字は 筆者 の 聞き取 り調査に よ る。

9 ）税関統計、た だ し 円表示を平均為替 レ ー
ト （1 ドル ＝　 120．99円） で ドル 換算 し た。

10）北陸環日本海経済交流促進協議会 r北東 ア ジア 地域 に お け る 物流 の 現状 ・展望 と北陸の 対応』 同

　　会 、 1999年。

11）伏木富山港 の 中国航路 が 98年 10月 か ら天津寄港 を中止、金沢港 ・敦賀港 の 大連航路 が 97年 7 月 か
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　　ら休止 、 同上海航路が98年 9月か ら休止 し て い る 。 ま た 、 98年 10月 の 荷主企業へ の ア ソ ケ ート調査

　　に よ れば、寄港頻度 が 少な い こ とや利用航路 が な い こ とを北陸港湾 の 問題点 と して い る 。詳 し く

　　は 、北陸環日本海経済交流促進協議会の 同上 書を 参照され た い 。

12）税関統計 、 た だ し 円表示を平均為替 レ
ー

ト （1 ドル ＝120．99円） で ドル 換算 した。

13）門司税関統計及び 『通商白書』 （平成 11年版） よ り算出、

14）　『日本経済新聞』 1999年 6月 18日。

15）詳 し くは 、ビ ク タ
ーD ．カ ラ ツ ニ コ フ 「極東 に おけ る石油 ・天然 ガ ス 開発 プ 卩 ジ ェ ク トと PS 法 」

　　 （環日本海経済研究所 rERINA　REPORT 』 1996年 12月号）を参照。

16）　『日本経済新聞』 1999年 5 月 14日。

17）　 r日本経済新聞』 1997年 6月 24H 、同 28日、同 7月28日、同 10月21日、同 11月 18日、　 r朝日新聞』

　　1998年 3月 2 日等を参照。

18） TSL 導入 の 諸条件 に 関 して は 、圃 シ ッ プ ・ア ン ド ・オ ーシ ャ ン 財 団 r超高速船 の 導入 の 円滑化 に

　　関する調査報告書』 1996年を参照 さ れ た い 。な お 、 TSL の 実験船 「飛翔」は、静岡県 に 防災船 とし

　　て 購入 され、フ ェ リ
ー

に 改造 され て 清水港 と下 田 港を結 ぶ定期航路 に 就航し て い る。

19）　『日本経済新聞』 1999年 3月 30日。

20）　『日本経済新聞』 1999年 6 月 5 日付け夕刊を参照。

21）　r日本経済新聞 』 1998年 4月 4 日。

22）北九州市 と下関 市が各 々 の 中国 ・韓国の姉妹都市 との 間で設立 し た都市会議。当初 は 、大連 ・青

　　島 ・釜山 ・仁川 と黄海沿岸の 都市 で 構成 され た か ら 「環黄海 6 都市会議」 と称 し た が 、そ の 後加盟

　　都市 が 増え て 「東 ア ジ ア 都市会議」 と改称。現在は 、 原加盟 6 都市 に 天津
・
煙台

・蔚山を 加えた 日

　　中韓 9 都市 が 構 成 メ ン バ ー
で あ る 。

23）韓 国蔚山市 が 人 口 100万 人 の 広域市 に 昇格 し た こ とを 記念 し て、96年 に 姉妹都市で ある中国長春市

　　 ・ロ シ ア の ウ ラ ジ オ ス ト ク 市 ・日本の 山 口 県萩市 と北九州市 と の 間 で 組織し た 協議機 関 で ある。

24）筆者 の 聞ぎ取 り調査。

N 工工
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               The 
"East

 Asian Mediterranean Economic Sphere" and

                        the lssues of  lnter-regional Cooperation

                                                              OGAWA  Yuhei

                                                             (Seinan Gakuin University)

           The  auther  calls  the unification  of  the local economic  sphere  of  the  Yeliow Sea-rim, Sea of

         Japan-rim and  Tropic of Cancer the 

"East

 Asian Mediterranean Economic  Sphere", because

         of  the similarity  of  latitude and  size, and  the close  resemblance  of form, between the area

         containing  the Yellow Sea, the Sea of Japan and  the East China Sea, and  the Mediterranean

         Sea in Europe,

           Why  the  local economic  sphere  of  the Yellow Sea-rim and  Sea of Japan-rim should  be

         unified?  Because we  must  protect these two  sea$  together  against  pollution due to their

         close  connection.

           The issues of cooperation  in the East Asian Mediterranean Economic  Sphere are  as

         follows, (D Given the present  situation  of  antagonism  between  North Korea and  South

         Korea 
,
 and  no  diplomatic relations  between  Japan and  North Korea, it would  be impossible

         to expect  a pollution prevention  treaty on  the government  level. @  It is not  likely to

         establish  corresponding  relation  between  countries  in respect  that the different department

         operating  the development  project in each  country.


